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研究成果の概要（和文）：主要な温室効果ガス（メタンと亜酸化窒素）発生の低減機能を強化することを目的と
した汎用化水田による浸透試験を行った．その結果，積雪寒冷地での従来型の還元田の実測値と比べて，1/5か
ら1/3程度の低い値が観測された．さらに地球温暖化係数（GWP）から算出した二酸化炭素相当量（当価量）を検
討した結果，透水性の高い火山灰土壌（グライ黒ボク土）では，適度な浸透強度を常に有する水田構造ではな
く，浸透水がほとんどない基盤構造を有し，中干しや間断灌漑時に迅速な灌水と落水が容易に常に可能な水田構
造が，主要な温室効果ガス発生量（メタンと亜酸化窒素）の大きな低減と良好な水稲生育に必要であることがわ
かった．

研究成果の概要（英文）：Effects of rotation crop between rice and other crops with well-constructed 
farmland on percolation rates and greenhouse gases emission were examined in paddy fields with 
volcanic ash soil. CH4 emission reduced to from one fifth to one third than the actual measurement 
value of an upland paddy field in cold region of Japan. As a result by cumulative CO2-equivalent 
fluxes for CH4 and N2O, if oxygen is provided and the soil is warmed by paddy percolation water to 
promote a good harvest and suppressive greenhouse gases emission, all they have to do is to crack 
the surface layers of the paddy fields to provide oxygen and solar heat directly into the soil by 
midseason drainage or intermittent irrigation. It is proposed that a field is constructed to have a 
structure that does not allow paddy percolation water. We have to consider what field structure can 
make it speedy, easy and anytime to irrigate paddy fields and release ponded water from them.

研究分野： 農学

キーワード： 脱窒　メタン　亜酸化窒素　還元田　排水改良　汎用化水田　浸透強度　地球温暖化係数
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様	 式	 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通）	

１．研究開始当初の背景	
農村空間が食料生産機能を向上しつつ，水

質汚染や砂漠化だけでなく，温室効果ガスの
排出，生物多様性の損失といった環境問題も
同時に解決する方法のひとつとして，本研究
代表者は『汎用農地とその作土からの浸透水
を心土層に貯めた地下水層帯での脱窒作用』
を利用する方法を着想した．その『設営環境
条件を満たす圃場構造』を有する圃場を『排
水制御型汎用農地』と定義し，現在に至るま
で，当圃場において，『転換畑地』や『還元
田』における，『作物生育試験』，『水質浄化
試験』，『温室効果ガスの排出抑制試験および
排出促進試験』を行い，以下の結果を得た．	
(1)健全な作物生育状態の持続と高収量．	
(2)心土層地下水層帯の全窒素濃度が１作期
間で『森林からの渓流水濃度程度』まで低減．	
(3)窒素除去要因の 70%以上が独立栄養型脱
窒菌(硫黄酸化細菌等)の可能性を示唆．	
(4)その脱窒活性を高めるには，地下水層帯
を強還元層にするような水土管理が有効．	
(5)硫黄酸化細菌等による，浸透水に溶解し
ている N2O ガスの 99%除去を示唆．	
(6)転換畑地では年間で 2 倍以上の温室効果
ガスの排出量削減効果を発揮（一般畑地比）．	
(7)硫黄循環における脱窒強度特性による，
脱窒量の精緻化が可能であることを示唆．	
(8)地下水層帯から大発生した CH4 ガスが地
表面からほぼ排出されないことを確認．	
(9)従来型一般圃場と比較して，灌漑水量が
40%程度削減され，節水を実証．	
(10)還元田による温室効果ガス（CH4と N2O）
年間排出量の低減効果を確認．（『間断灌漑』
や『中干し』による，温室効果ガス量排出削
減を強化した一般水田との比較）	
(11)独立栄養型脱窒菌やメタン酸化菌，メタ
ン生成菌の発現と『浸透強度』『還元型物質
Mn(Ⅱ)，DO および H2S イオンの量的状態』に
よる『土層分化強度』との関係性を示唆．	
	 以上の研究結果（転換畑地(1)～(9)，還元
田(1)～(2)・(9)～(11)）から排水改良型汎
用農地の有意性は明らかとなったが，今後，
実用化するためには，農業工学と地力増進の
観点から，還元田での『活性窒素種と温室効
果ガス』の分解除去機能の強化と持続性に関
するメカニズムの実学的解明が急務である．	
	
２．研究の目的	
	 本研究では『排水制御型汎用農地』と『従
来型汎用農地』の還元田に焦点を当て，『高
品質水稲の安定供給と高収量』と『良質な土
壌づくり』を主目的とした中で達成された
『活性窒素種と温室効果ガスの大幅な分解
除去』の主因機能を解明する．また当機能の
強化だけでなく，その持続可能な水土管理方
法の具体案を提示する．	
(1)	CH4と N2O 排出強度予測式の導出．	
(2)『補助肥料種と量』の違いによる，CH4・
N2O ガス分解強度メカニズムの解明．	
(3)『現況の汎用農地』を維持する場合の『問

題点の抽出』と『改善点の提案』．	
(4)環境対応型整備の展開に資する地力増
進・環境改善型水土管理の強化･持続方法の
提案．	
	 具体的には，多収かつ良質な水稲生育を考
えた水管理と肥培管理を実施することで，浸
透強度と主要な温室効果ガス発生量（CH4 と
N2O）との関係性を検討する．さらに，地球温
暖化係数（GWP）による CO2相当量（当価量）
の試算を行い，温室効果ガス発生量の低減化
を達成するために必要な圃場構造や水管理
方法についても言及する．	
	
３．研究の方法	
	 火山灰土壌の整備水田から発生する温室
効果ガス（CH4と N2O）を削減させる主因機能
として栽培法と水管理法に着目し，特に三つ
の方法（強化策）に焦点を当てた．(1)汎用
化水田．(2)中干しと間断灌漑といった水管
理．地下水位制御システム（以下，FOEAS）
を使用した排水管理と湛水位・地下水位管理
を想定．(3)浸透強度の明確化．本研究では
主要な排水方法を水田内部の地盤浸透のみ，
すなわち浸透形態を暗渠浸透のみとした．想
定する水田圃場は，畦漏水量がほぼゼロに近
い難透水性土層の側面構造体と，畦の底面に
密着した難透水性土層の底面構造体といっ
た，難透水性土層の五面構造体に囲まれてい
る構造を有する．その五面構造体は破砕転圧
工法（以下，岩大工法）で造成可能である．	
	 本研究では FOEAS（フォアス）や岩大工法
等の農業農村工学技術を施用することで，水
位や排水の迅速かつ容易な制御と節水を強
化した水田基盤を排水制御型汎用化水田と
定義する．排水制御型汎用化水田の環境条件
を満たす土中埋設型野外ライシメータ8基（5
基＋3 基）を使用し，灌漑期間中（中干しと
間断灌漑期間，農薬散布期間を除く）に暗渠
流出口を開放させ，降下浸透水の微調整管理
を行った汎用化水田試験を 2 年間実施した．	
	 施肥種は2016年度試験では有機質肥料（鶏
糞）と化成肥料の概算比率 3:7（N比率=1:3）
であり，2017 年度は化成肥料のみとした．	
	
４．研究成果	
(1) ガスフラックスの変動	
	 図 1（a）から（c）に 2016 年度における
CH4とN2Oのガスフラックスの季節変化を示す．
水田の湛水期間では N2O ガスフラックスは無
視できる程度であるが，中干し強度が大きい
期間，間断灌漑が行われた期間や最終落水後
の非灌漑期間等の非湛水期間が続く場合，ま
たは窒素施肥量が多い場合には N2O ガスフラ
ックスが大きくなる（総説として；Conrad，
1996；Akiyama	et	al.，2006）．そこで N2O の
結果については水管理による影響が最も危
惧される『中干し＋間断灌漑』を行った試験
区 Cのみを示す（図 1（c））．	
	 図 1（d）（e）に 2017 年度でのCH4と N2O の
ガスフラックスの季節変化を示す．2017 年度



試験では国内外で多用される化成肥料を施
し，水管理については 2016 年度試験の結果
から設定された浸透強度，中干しと間断灌漑
を行った．浸透強度をできるだけ低く抑えた
上で，ガスフラックスの低減に効果的な水管
理方法を検討することを目的とした．	
	
①	既往の研究結果との相違点（CH4ガス）	
	 2016 年度では二つの試験区で出穂期前後
のピーク値となる時期が早まる傾向がみら
れた．幼穂発育期に間断灌漑を行った試験区
C と，平均浸透強度が大きい試験区 E であっ
た．2017 年度では，間断灌漑開始以前に有意
な差はみられなかったが，間断灌漑終了後，
8 月 9 日の出穂開花以降に浸透強度が設定さ
れてから明確な違いが認められた．これより
浸透強度による土層内の大きな水移動が，CH4
ガスフラックスに直接的または間接的に関
わる水稲生育や微生物の活性に影響を与え，
CH4 ガスフラックスの発生時期に影響を与え
ているものと考えられた．	
	 最終落水後二日間（地下水位は－40	cm，
浸透強度は0	mm/d）に集中測定した結果，2016
年度では 0.0199 から 0.0582	kg･CH4･ha

-1･d-1

という低い値であり，移植時の初期値と同等
の数値で推移した．理由は下記②に記載する．	
	 2017 年度では 0.3891 から 0.7357	kg･CH4･
ha-1･d-1が観測され，移植時(初期値)の 10 倍
近い数値で推移した．最終落水に伴い土壌中
に蓄積されていた多量の CH4 が放出されると
いう報告（八木，2009）とは定性的に同様の
結果であったが，本試験結果がワンオーダ少
ない値であった．その主因として，登熟期以
前での浸透強度 0	mm/d の設定が土壌中での
蓄積量を減少させることが考えられた．	
	
②	既往の研究結果との相違点（N2O ガス）	
	 N2O ガスフラックスは，両年度ともに一時
的なピーク値が観測された後，翌日には移植
初期値まで戻った．	
	 気象条件は，2016 年度の平均気温が 18 か
ら 20℃（最高気温 21.4から 23.8℃）であり，
降雨がなかった．2017 年度では平均気温は
21から 24℃（最高気温 23.6 から 28.4℃）で
あり，降雨量は 2.5 から 10.5	mm であった．	
	 最終落水から収穫までは水稲体からの CH4

ガスフラックスはほとんどない（八木，2004）
こと，土壌水中に溶存酸素と NO3 が混合され
た環境下では従属栄養型脱窒菌による半端
な脱窒作用が生じ，N2Oが発生する（Hasegawa,	
et	al.，2000）ことという報告がある．	
	 こうしたことから，2016 年度と 2017 年度
の最終落水後二日間では，作土層の水分飽和
状態が持続せず，酸化が進行したと考えられ
た．その結果，メタン酸化菌が活性化し，土
壌中に蓄積していた CH4 ガスフラックスが大
気へ放出される間際で多くが酸化分解され
たと考えられた．同時に，従属栄養型脱窒菌
による中途半端な脱窒作用が生じ，N2O ガス
が発生したと考えられた．	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
図 1	 水位とガスフラックスの変動（2016・2017 年度）	
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（a）中干し 14 日間 試験区（試験区 A，B） 
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（b）中干し 7 日間 試験区（試験区 D，E） 
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（c）中干し 14 日間+間断灌漑 試験区（試験区 C） 
月日 

●：CH4 
◯：N2O 

2016 年度

2016 年度

2016 年度

2017 年度

2017 年度



(2)	CO2相当量（当価量）の試算	
地球温暖化係数（以下,GWP）を CH4が 28，

N2O が 265（IPCC，2013）として，CO2相当量
（当価量）を試算し,ガスフラックス低減に効
果的な水管理と圃場構造を考える．	
	
①	2016 年度試験	

灌漑期のCO2相当量（当価量）（kg･CO2-eqv.･
ha-1）は，中干しのみを行った試験区 A,	B,	D,	
E がそれぞれ 599.0，697.4，709.7，796.4 と
試算され，中干しと間断灌漑を行った試験区
C は 547.7 と試算された．試験区 C と試験区
Aの差は 51.3	kg･CO2-eqv.･ha

-1であった．	
単位収量当たりの正味排出量（kg ･

CO2-eqv.･kg
-1）でみると，試験区 Aが 0.0951

であり，試験区 C が 0.0983 であった．試験
区 Aに最も高い排出低減効果がみられた．こ
れは試験区Cの収量が全試験区の中で最低で
あった影響が反映されていると考えられた．	

したがって，復元初年度（還元田 1年目）
の排水制御型汎用化水田において，有機質肥
料と化成肥料の概算比率が 3:7（N比率=1:3）
に相当する肥料種を施肥した場合，推奨され
る水管理方法は二通りあると考えられた．	

一つ目は，主要な温室効果ガスフラックス
（CH4 と N2O）の低減に有効であるが，収量を
ある程度考慮しない水管理である．具体的に
は『中干し（14日間）＋間断灌漑（2日湛水
5 日落水を 14 日間と 21 日間）＋灌漑期の平
均浸透強度 9.87	mm/d』という水管理である．	
	 二つ目は節水や水稲の高品質多収は期待
できるが，温室効果ガスフラックス（CH4 と
N2O）の低減についてはある程度考慮しない水
管理である．具体的には『中干し（14日間）
＋灌漑期の平均浸透強度0	mm/d＋非灌漑期の
地下水位－40	cm』という水管理である．な
お，温室効果ガスフラックス（CH4と N2O）の
低減を考慮しない程度とは，灌漑期の CO2 相
当量 51.3	kg･CO2-eqv.･ha

-1と試算された．	
	 試験区 Cを外れ値とすると，中干し試験区
については，灌漑期間の平均浸透強度と CO2

相当量（当価量）との間には 1%水準で統計的
有意性が認められた（相関係数 R2=0.9696

（P<0.01））（図 2（a））．その結果，灌漑期の
CO2相当量（当価量）は灌漑期の平均浸透強度
の値に比例することが示唆された．	

	 	 	 （1）	

		 	 	 （2）	

ここに，Y：灌漑期の CO2 相当量（当価量）
（kg･CO2-eqv.･ha

-1），X：灌漑期の平均浸透強
度（mm/d）であり，その定義域は 0≦X≦14.4，
a，b：フィッティングパラメータ，この場合
a=13.2，b=591，Pn：n日間の浸透強度の積算
値（mm），n：灌漑日数（日間）である．GWP
値 CH4を 25，N2O を 298（IPCC，2007）とした
場合は，a=12.2，b=543，R2=0.9703（P<0.01）
となり，大きな違いはなかった．なお，灌漑
期ではなく，水稲栽培期間としても同じ傾向

が認められた.	
	 この式を用いると，本試験が想定する汎用
化水田において，灌漑期に中干しを行った場
合，その強度（7日間と 14日間）にかかわら
ず，灌漑期の平均浸透強度（0	mm/d から 14.4	
mm/d）から，灌漑期でのガスフラックスのお
およその CO2 相当量（当価量）を推定するこ
とができる．	
	
②	2017 年度試験	
	 灌漑期のCO2相当量（当価量）（kg･CO2-eqv.･
ha-1）はそれぞれ 814.1，782.1，738.9 と試
算され，灌漑期の平均浸透強度が大きいほど
小さくなり（R2=0.9995）（p＜0.01），登熟期
での降下浸透の効果が認められた（図 2（b））．	
	 塩野ら（2014）は本試験地と同じ積雪寒冷
地である農業総合研究センターにおいて，
2008 年度に化成肥料を施用した通常の汎用
化水田（中干し有り）や連作水田による温室
効果ガス試験を行った．その試算結果は
1,870 であり，連作水田での試算値（11,280）
よりは減少したが，本研究による試算値より
も 2倍以上大きい値であった．連作水田の試
算値は本試験と比べて 13 倍以上大きい値で
あった．積算発生量（CH4 ガス）では，2016
年度の本研究結果（中干し試験区）と比べて
3.77 から 4.97 倍も高い値であり，2017 年度
とは 2.64 から 3.08 倍も高い値であった．	
	 塩野ら（2014）の試験では前年度の転換畑
で少肥作物（25	kg･N･ha-1）のダイズを一期
作していた．本研究では多肥作物（一作当た
り 150	kg･N･ha-1）のホウレンソウの二期作を
行い，作土からの灌漑溶脱水を地下に貯留し
た水質浄化試験も実施した．	
	 このようなことから土壌層での環境条件
の違いが，転換畑での土壌構造と微生物活性
に影響を与えていると考えられた．本研究で
は転換畑での地下水層帯の土壌環境条件が
還元田においても継続しているため，CH4ガス
フラックスに影響をおよぼすものと考えら
れた．土性，栽培年度および浸透条件等が異
なるので厳密には比較できないが，排水制御
型汎用化水田による水管理は，温室効果ガス
フラックス（CH4と N2O）の低減をさらに強化
する可能性があると考えられた．	
水稲栽培期間（移植から収穫）（R2=0.841）

（図 2（c））や非灌漑期までを含んだ全期間
（R2=0.845）（図 2（d））でみると，その傾向
は逆転し，灌漑期での浸透強度が大きいほど
CO2相当量（当価量）（kg･CO2-eqv.･ha

-1）は大
きい傾向がみられた（両者ともp＜0.01）．	
非灌漑期の CO2 相当量（当価量）（kg･

CO2-eqv.･ha
-1）は，それぞれ 982.1，1170，

1250 と試算され，『灌漑期と非灌漑期との合
計値』に占める割合はそれぞれ 54.6%，60.0%，
62.8%であった．汎用化水田の主要な温室効
果ガスフラックス（CH4と N2O）の評価対象期
間は，灌漑期間に限定せず，灌漑期と非灌漑
期（裏作なし）の合計期間とする必要がある
と考えられた．	

Y aX b= +

nPX
n

=



こうしたことから，排水制御型汎用化水田
の復元田（一年目）において，化成肥料 100%
の肥料種を施用した場合，『中干し（14日間，
地下水位－20	cm），間断灌漑（2 日灌水・5
日落水，地下水位－30	cm），灌漑期と非灌漑
期（地下水位－40	cm）を浸透強度 0	mm/d に
する水管理を実施した試験区』が，『間断灌
漑や中干し強度と水位設定は同程度である
が，登熟期直前までは浸透強度 0	mm/d で設
定し，登熟期以降の浸透強度のみを通常の水
田程度（7.07 から 15.8	mm/d）に設定し，非
灌漑期は浸透強度 0	mm/d（地下水位－40	cm）
で設定した試験区』と比較して，地下水涵養
はある程度考慮されないが，節水，高品質多
収だけでなく，主要な温室効果ガスフラック
ス（CH4と N2O）を低減させる効果が最も高い
ことが示唆された．	
	
(3) 水管理と圃場整備の方針	

CH4 ガスフラックスの減少には，浸透水中
の溶存酸素や水温で土層を温め，溶存酸素を
土中へ送り込むことに効果がある（Yagi	et	
al.，1990）と報告され，これまで適度な浸
透が推奨されてきた．適度な浸透強度が常に
設定された条件で，国内外の様々な試験結果
が報告されている．しかし，本研究の試験結
果から，汎用化水田では，浸透水によって酸
素や水温で土層を温め，酸素を土壌中へ送り
込むことが目的ならば，中干しや間断灌漑に
よって，水稲の根を切らない程度に田面に亀
裂を入れ，土壌中に酸素や太陽熱を直接与え
ればよいと考えられた．	

さらに，灌漑期に常に生じる浸透水が登熟
期に温室効果ガス（CH4と N2O）生成微生物群
の基質を溶脱させること，浸透が終了した非
灌漑期にその溶脱した基質を由来とする温
室効果ガス（CH4と N2O）が大気へ放出される
こと，などが考えられた．	

こうしたことから適度な浸透強度を常に
有する水田構造よりも，浸透を常にできる限
り低く抑え，必要時に迅速な灌水と落水が効
率良くできる水田の構造が，水稲の良好な生
育だけでなく，温室効果ガスフラックス（CH4
と N2O）の低減に必要であると考えられた．	

FOEAS を導入すれば灌水と落水を迅速かつ
容易に操作可能であるが，水利権や地域の取
水慣行による制約がない地域では，FOEAS は
漏水が激しい火山灰土壌では利用ができな
いという問題がある（藤森・小野寺，2012）．
しかし，岩大工法で整備すれば FOEAS を利用
できる．さらに岩大工法による圃場整備後は
畦漏水がほとんどなくなり，水田地帯の中央
で高ウネ栽培をすることなく，他の作物を栽
培することも可能である（Ishikawa，1998）．	

以上，透水性が高い土壌において，圃場整
備後の圃場が，難透水性土層の五面構造体

（四方の畦，畦の底面に密着した底面構造体）
に囲まれ，五面構造体の内部の土壌内に暗渠
排水工等（FOEAS）が付帯されている構造を
有していることが，水稲生育にとって良好な

だけでなく，温室効果ガス（CH4と N2O）の大
きな低減をもたらすと考えられた．	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
（a）：R2=0.9696（p<0.01），（b）：R2=0.9995（p＜0.01），
（c）：R2=0.841（p＜0.01），（d）：R2=0.845（p＜0.01） 
	
図 2	 二酸化炭素相当量（当価量）と浸透強度の関係	

	
(4)	今後の展望	
	 今後，本研究が想定する基盤構造において，
主要な温室効果ガス（CH4と N2O）低減のさら
なる強化方法の究明を目的とした各種試験
が行われることによって，わが国の圃場整備
技術は新たな価値が付加された農業基盤創
成技術として確立されることが期待できる．	
	 各種試験とは，具体的には，本研究が想定
する基盤構造を有する圃場，ライシメータや
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カラム等を使用した，地下水位や湛水位試験，
肥培試験，節水灌漑試験や関連微生物の活性
強化実験等といった様々な実地試験や基礎
的試験が考えられる．	
	 確立後には土地利用の高度化が展開され，
現在失われつつある地域に対する活性化へ
の応用と寄与が期待される．	
	 本研究が想定する新たな圃場構造の整備
技術は，世界的にみると，例えば水田浸透水
による地下水位の上昇に伴って誘発された
『塩類集積による土壌劣化』とそれを起因と
する『砂漠化』の防止への適用が期待できる．	
	 一方，本研究は脱窒菌等の未解明な微生物
による温室効果ガス低減機能や共存機能に
関する成果でもある．本研究の成果の一部は，
土壌微生物学分野への波及だけでなく，先端
微生物の発現特性機能等の薬学分野による
基礎研究の展開や，再生可能な資材等の開発
といった工学分野や他の農学分野への応用
も期待される．	
	
(5)	成果の国内外における位置付け，インパ
クトと課題	

水土管理の立場から，これまでに明らかに
なった CH4 ガス発生の低減技術が活用できる
圃場構造を有する汎用化水田として，排水制
御型汎用化水田を提案した．排水制御型汎用
化水田を対象に，主要な温室効果ガスフラッ
クス（CH4と N2O）と浸透強度との関係性につ
いて検討を進めた．検討を通じて，浸透強度
の特性が浮き彫りになるとともに，その影響
が大きいことが認められた．さらに灌漑排水
や浸透強度を制御した場合，水稲生育が良好
に保たれ，灌漑期だけでなく非灌漑期につい
ても主要な温室効果ガスフラックス（CH4 と
N2O）が低減され，農業農村工学技術の有用性
が示唆された．	

本研究の位置づけは『優れた水利環境・土
壌環境として整備される圃場は，高品質多収
な食料の生産の場となるだけでなく，大気や
水質に対する環境保全の重要な役割を担う
場となる』という目標に対する解決策のひと
つである．	
	 最後に，本研究の対象はわが国に 35万	ha
あり，全水田面積（243 万	ha，2016 年）の
14%を占めている火山灰土水田（農業・食品
産業技術総合研究機構，参照 2018.5.17）に
おける，汎用化を目的とした圃場整備水田で
ある．ここで示した現象は，程度の差はある
と考えられるが，他国でも観測され，決して
特殊な現象ではない．わが国の農業農村工学
技術が世界規模の事業や施策に展開される
ことによって，過酷な条件の中で働いている
多くの人たちを救いたい．そのために，持続
的な地力増進，水移動と土壌との相互作用と
いった観点から，今後は肥料種の違いの影響
とともに関連微生物の活性を強化した水土
環境の管理方法の検討や多肥作物の転換畑
との総合的な検討等が必要である．	
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